
電波産業調査統計

 1.3　事業者数

1.3.1　統計データ

表 1-3-1　情報通信産業・電波産業の事業者数の推移

（単位：事業者数）
年度　 2018 2019 2020 2021 2022

情報通信産業全体＊1 33,058 34,198 36,328 25,097 26,241
電波産業全体＊2 1,642 1,752 1,736 941 942
電気通信事業＊3 19,726 20,840 21,798 22,977 24,127

固定電気通信業＊4 19,584 20,686 21,635 22,809 23,956
移動電気通信業＊5 142 154 163 168 171

放送事業＊6 1,061 1,047 1,034 1,042 1,034
放送事業（有線放送業を除く） 569 576 570 578 578

ＮＨＫ（地上・衛星系含む） 1 1 1 1 1
放送大学 1 1 1 1 1
民間放送業＊7 567 574 568 576 576

地上系放送業 526 533 529 534 534
中波放送 47 47 47 47 47
短波放送 1 1 1 1 1
超短波放送（県域放送） 52 52 50 50 51
超短波放送（コミュニティ） 325 332 334 338 339
テレビジョン放送 127 127 127 127 127

衛星系放送業 41 41 39 42 42
ＢＳ放送業 22 22 20 22 21

ＢＳアナログ 0 0 0 0 0
ＢＳデジタル 22 22 20 22 21

ＣＳ放送業 24 24 24 24 24
ＣＳアナログ 0 0 0 0 0
ＣＳデジタル 24 24 24 24 24

有線放送業 492 471 464 464 456
ソフト制作業  ＊8 11,750 11,796 12,388 － －

コンピュータソフトウェア業 10,948 10,901 11,585 － －
コンテンツ制作業（テレビ・ラジオ広告業を除く）＊9 802 895 803 － －
コンテンツ制作業（テレビ・ラジオ広告業を含む） 1,461 1,582 1,416 － －

放送番組制作業 802 895 803 － －
テレビ・ラジオ広告業＊10 659 687 613 － －

情報通信・放送機器製造業（暦年）＊11 521 515 1,108 1,078 1,080
有線通信機器製造業 59 57 77 78 81
無線通信・放送機器製造業 129 127 200 195 193

無線通信装置・応用装置製造業＊12 125 123 190 185 183
放送機器製造業＊13 4 4 10 10 10

電子計算機・同附属装置製造業 164 162 452 433 436
通信ケーブル製造業 169 169 379 372 370
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電波産業調査統計

1.3　事業者数

データの出所等に関する注記

※ 網掛けした数値は、新規に追加したか、従来の数値を変更したことを示す。

＊1 情報通信産業全体：表の「電気通信事業」、「放送事業」、「ソフト制作業」、「情報通信・放送機器製造業」

を合計したものである。

＊2 電波産業全体：網掛けした項目を合計したものである。

＊3 電気通信事業：登録事業者と届出事業者の合計である。

＊4 固定電気通信業：電気通信事業から移動電気通信業を減算して算出している。

＊5 移動電気通信業：登録事業者のうち携帯・PHS・BWA関連事業の登録者である。

＊6 放送事業：総務省「情報通信白書」から引用した。

＊7 民間放送事業者には兼営事業者がいるため、表の合計値は一致しない。

＊8 ソフト制作業：総務省、経済産業省「情報通信業基本調査報告書（前年度実績）」（事業所数）から引用した。

合計値は、テレビ・ラジオ広告業を除く。

2022年情報通信業基本調査より調査対象、調査方式が変更になり2021年度以降のデータは2020年度以前と

異なる部分が発生している。ソフト制作業のデータは欠落しており記載せず。

＊9 テレビ・ラジオ広告業は、コンテンツ制作業の構成に含まれるが、統計データを入手できない年度がある場合や

出典の変更で過去数値との時系列での比較ができないため、ソフト制作業の合算から除いている。

＊10 調査対象は資本金額又は出資金額3,000万円以上の企業である。

＊11 情報通信・放送機器製造業：2019年度までは経済産業省「工業統計調査「産業別統計表」」から引用した。

2020年度データは、5年毎に工業統計調査に代わって実施される「令和3年経済センサス-活動調査」から引用した。

2021年度データは、工業統計調査に代わって実施された経済構造実態調査・製造業事業所調査から引用した。

＊12 無線通信装置・応用装置製造業：「携帯電話機・PHS電話機製造業」と「無線通信機械器具製造業」の合算である。

＊13 放送機器製造業：「ラジオ受信機・テレビジョン受信機製造業」の値である。
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電波産業調査統計

 1.3　事業者数

1.3.2　情報通信産業の事業者数

図 1-3-1　情報通信産業の事業者数の推移　［表1-3-1から作成］
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 1.3　事業者数

1.3.3　電波産業の事業者数

図 1-3-2　電波産業の事業者数の推移　［表1-3-1から作成］
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